
福祉２－１ 

許認可等の内容 被保険者証の交付 

根拠法令及び条項 介護保険法第 12条第３項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

 被保険者証の交付は、法第９条各号の規定に該当し、かつ、施行法第 11条に規定する適用除外に

該当しない者に交付するものとするが、外国人の場合の交付基準は次のとおりとする。 

１ 住民基本台帳法の適用対象となる者 

２ 出入国管理及び難民認定法第２条の２の規定により決定された在留期間が３か月以下の者であ

って、資料により３か月を超えて滞在すると認められる者 

３ 施行法第 11条に規定する適用除外に該当しない者 

４ 外交特権の認められる者（外交官、領事官等）でない者 

５ 合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにその家族でない者 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 

福祉２－２ 

許認可等の内容 要介護認定 

根拠法令及び条項 介護保険法第 27条第７項 

担  当  課 長寿社会課 処分権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

 要介護認定は、法第 27条第７項の規定に基づき認定審査会の審査及び判定の結果により認定する

ため、審査基準は設定しない。 

 



福祉２－３ 

許認可等の内容 要介護認定の更新 

根拠法令及び条項 介護保険法第 28条第４項（第 27条第７項準用） 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

 要介護認定の更新は、法第 28条第４項において準用する法第 27条第７項の規定に基づき認定審

査会の審査及び判定の結果により認定するため、審査基準は設定しない。 

 

福祉２－４ 

許認可等の内容 要介護状態区分の変更 

根拠法令及び条項 介護保険法第 29条第２項（第 27条第７項準用） 

担   当   課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

 要介護状態区分の変更は、法第 29条第２項において準用する法第 27条第７項の規定に基づき認

定審査会の審査及び判定の結果により認定するため、審査基準は設定しない。 

 



福祉２－５ 

許認可等の内容 要支援認定 

根拠法令及び条項 介護保険法第 32条第６項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

 要支援認定は、法第 32条第６項の規定に基づき認定審査会の審査及び判定の結果により認定する

ため、審査基準は設定しない。 

 

福祉２－６ 

許認可等の内容 要支援認定の更新 

根拠法令及び条項 介護保険法第 33条第４項（法第 32条第６項準用） 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

 要支援認定の更新は、法第 33条第４項において準用する法第 32条第６項の規定に基づき認定審

査会の審査及び判定の結果により認定するため、審査基準は設定しない。 

 



福祉２－７ 

許認可等の内容 介護給付等対象サービスの種類の変更 

根拠法令及び条項 介護保険法第 37条第４項 

担  当  課 長寿社会課 処分権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

 介護給付等対象サービスの種類の変更は、法第 37条第４項の規定に基づき認定審査会の意見によ

り決定するため、審査基準は設定しない。 

 

福祉２－８ 

許認可等の内容 居宅介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 41条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

居宅介護サービス費の支給の決定は、法第 41条及び法施行規則第 62条の規定に基づき行うため、

審査基準は設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 



福祉２－９ 

許認可等の内容 特例居宅介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 42条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例居宅介護サービス費の支給の決定は、法第４２条第１項及び法施行令第１５条の規定に基づ

き行うため、審査基準は設定しない。 

                               変更日 平成 14年４月１日 

変更日 令和７年７月１０日 

 

福祉２－１０ 

許認可等の内容 地域密着型介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 42条の２第 1項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

地域密着型介護サービス費の支給の決定は、法第 42 条の２の規定に基づき行うため、審査基準

は設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 



福祉２－１１ 

許認可等の内容 特例地域密着型介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 42条の３第１項 

担 当 課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 18年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例地域密着型介護サービス費の支給の決定は、法第４２条の３第１項及び法施行令第１５条の

３の規定に基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

変更日 令和７年７月１０日 

 

福祉２－１２ 

許認可等の内容 居宅介護福祉用具購入費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 44条第１項 

担 当 課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設定日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

居宅介護福祉用具購入費の支給決定は、法第 44条及び法施行規則第 70条の規定に基づき行うが、

具体的には次に掲げる基準で審査し、支給するものとする。 

１ 「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定め

る特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目（平成 11年厚生省告示第 94号）」

による。 

２ 法施行規則第 70条第２項に規定する「その他特別な事情」とは、居宅介護福祉用具購入費支給

限度額管理期間内において同一の種目の特定福祉用具を購入した場合において、申請者の身体状

況及び住環境等の変化により、当該福祉用具の規格・機能が利用目的に著しくそぐわなくなった

ことを確認した場合とする。 

 

 

変更日 平成 18年４月１日 

変更日 平成 25年２月28日 

 



福祉２－１３ 

許認可等の内容 居宅介護住宅改修費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 45条第１項 

担 当 課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

 居宅介護住宅改修費の支給の決定は、法第 45 条及び法施行規則第 74 条の規定に基づき行うが、

具体的には、支給申請書に添付された住宅改修に係る理由書の記載内容を個別に判断し、相当の理

由があると認める場合に支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 

福祉２－１４ 

許認可等の内容 居宅介護サービス計画費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 46条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

居宅介護サービス計画費の支給の決定は、法第 46条の規定に基づき行うため、審査基準は設定し

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 



福祉２－１５ 

許認可等の内容 特例居宅介護サービス計画費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 47条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処分権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 14年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例居宅介護サービス計画費の支給の決定は、法第４７条第１項及び法施行令第２０条の規定に

基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

変更日 平成 18年 4月 1日 

変更日 平成 25年２月 28日 

変更日 令和７年７月１０日 

 

福祉２－１６ 

許認可等の内容 施設介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 48条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

施設介護サービス費の支給の決定は、法第 48条並びに法施行規則第 80条の規定に基づき行うた

め、審査基準は設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 



福祉２－１７ 

許認可等の内容 特例施設介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 49条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例施設介護サービス費の支給の決定は、法第４９条第１項及び法施行令第２２条の規定に基づ

き行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

変更日 令和７年７月１０日 

 

  



福祉２－１８ 

許認可等の内容 居宅介護サービス費等の額の特例の適用の決定 

根拠法令及び条項 介護保険法第 50条 

担 当 課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

 居宅介護サービス費等の額の特例の適用決定は、法第 50条の規定に基づき行うが、法施行規則第

83 条第１項各号に規定する「特別の事情」に該当する者のうち、当該者の自己負担能力を勘案し、

特例適用の程度を決定するものとし、具体的には次の表による。 

理  由 適     用     範     囲 給 付 率 摘 要 

災害・盗難 

１ 資産の 80％以上を失った場合 

２ 資産の 50％以上を失った場合 

３ 資産の 30％以上を失った場合 

４ 資産の 10％以上を失った場合 

10割 

６割内外 

３割内外 

１割内外 

支給期

間は、

申請の

あった

月の翌

月１日

から起

算して

６月以

内の期

間とす

る。 

死   亡 

１ 世帯の生計を主として維持する者が死亡し、家族にも

収入がなく生活困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が死亡し、家族に若

干の収入があるものの生活困難な場合 

10割 

 

７割内外 

疾病・障害 

１ 世帯の生計を主として維持する者が長期の疾病にかか

り又は心身に重大な障害を受け、家族にも収入がなく生

活困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が長期の疾病にかか

り又は心身に重大な障害を受け、家族に若干の収入があ

るものの生活困難な場合 

３ 家族が疾病のため継続して多額の医療費等を支出し生

活困難な場合 

10割 

 

７割内外 

 

 

３割内外 

不作・不漁 

１ 干ばつ、冷害、凍霜害等により収穫の 80％以上を失っ

た場合 

２ 干ばつ、冷害、凍霜害等により収穫の 50％以上を失っ

た場合 

３ 例年の漁獲高に比べて 80％以上の不漁となった場合 

４ 例年の漁獲高に比べて 50％以上の不漁となった場合 

７割内外 

３割内外 

７割内外 

３割内外 

失   業 

１ 世帯の生計を主として維持する者が失業し、家族にも

収入がなく生活困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が失業し、家族に若

干の収入があるものの生活困難な場合 

10割 

 

７割内外 

廃   業 

１ 世帯の生計を主として維持する者が事実上の甚大な損

失により廃業し、家族にも収入がなく生活困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が事実上の甚大な損

失により廃業し、家族に若干の収入があるものの生活困

難な場合 

10割 

 

７割内外 

（参考） 居宅介護サービス費等の額の特例の考え方 

  介護報酬 × 支給割合 ＝ Ａ 

  介護報酬 － Ａ    ＝ Ｂ 

  Ｂ    × 給付率  ＝ Ｃ 

  Ａ    ＋ Ｃ    ＝ Ｄ（居宅介護サービス費の額の特例） 

  介護報酬 － Ｄ    ＝ 自己負担額 

  介護報酬…各介護サービス費の厚生労働省令で定める費用 

  支給割合…各介護サービス費の支給割合 

変更日 平成 25年２月 28日 

変更日 令和５年５月 17日 



福祉２－１９ 

許認可等の内容 高額介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 51条 

担   当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

高額介護サービス費の支給の決定は、法第 51 条及び法施行令第 22 条の２の規定に基づき行うた

め、審査基準は設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 

福祉２－２０ 

許認可等の内容 高額医療合算介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 51条の２ 

担   当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 90日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

高額医療合算介護サービス費の支給の決定は、法第 51 条の２及び法施行令第 22 条の３の規定に

基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

 



福祉２－２１ 

許認可等の内容 特定入所者介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 51条の３第１項 

担   当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

特定入所者介護サービス費の支給の決定は、法第 51 条の３及び法施行規則第 83 条の５の規定に

基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 

福祉２－２２ 

許認可等の内容 特例特定入所者介護サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 51条の４第１項 

担  当  課 長寿社会課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 18年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例特定入所者介護サービス費の支給の決定は、法第５１条の４第１項及び法施行令第２２条の

５の規定に基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

変更日 令和７年７月１０日 

 



福祉２－２３ 

許認可等の内容 介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 53条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

 介護予防サービス費の支給の決定は、法第 53 条並びに法施行規則第 83 条の９及び第 85 条にお

いて準用する第 62条の規定に基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

福祉２－２４ 

許認可等の内容 特例介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 54条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処分権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例介護予防サービス費の支給の決定は、法第５４条第１項及び法施行令第２４条の規定に基づ

き行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

変更日 令和７年７月１０日 

 



福祉２－２５ 

許認可等の内容 地域密着型介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 54条の２第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

地域密着型介護予防サービス費の支給の決定は、法第 54条の２及び法施行規則第 85条の２の規

定に基づき行うため、審査基準を設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 

福祉２－２６ 

許認可等の内容 特例地域密着型介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 54条の３第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 18年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例地域密着型介護予防サービス費の支給の決定は、法第５４条の３第１項及び法施行令第２４

条の３の規定に基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

変更日 令和７年７月１０日 

 



福祉２－２７ 

許認可等の内容 介護予防福祉用具購入費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 56条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

介護予防福祉用具購入費の支給決定は、法第 56条及び法施行規則第 89条の規定に基づき行うが、

具体的には次に掲げる基準で審査し、決定するものとする。 

１ 「厚生労働大臣が定める特定福祉用具販売に係る特定福祉用具の種目及び厚生労働大臣が定め

る特定介護予防福祉用具販売に係る特定介護予防福祉用具の種目（平成11年厚生省告示第94号）」

による。 

２ 法施行規則第 89条第２項に規定する「その他特別な事情」とは、介護予防福祉用具購入費支給

限度額管理期間内において同一の種目の特定福祉用具を購入した場合において、申請者の身体状

況及び住環境等の変化により、当該福祉用具の規格・機能が利用目的に著しくそぐわなくなった

ことを確認した場合とする。 

 

 

変更日 平成 18年 4月 1日 

変更日 平成 25年２月 28日 

 

福祉２－２８ 

許認可等の内容 介護予防住宅改修費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 57条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処分権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

介護予防住宅改修費の支給の決定は、法第 57条及び法施行規則第 93条の規定に基づき行うが、

具体的には、支給申請書に添付された住宅改修に係る理由書の記載内容を個別に判断し、住宅改修

を必要とする相当の理由があると認める場合に支給する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 18年 4月 1日 

変更日 平成 25年２月 28日 

 



福祉２－２９ 

許認可等の内容 介護予防サービス計画費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 58条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

介護予防サービス計画費の支給の決定は、法第 58条の規定に基づき行うため、審査基準は設定し

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 

福祉２－３０ 

許認可等の内容 特例介護予防サービス計画費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 59条第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 14年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例介護予防サービス計画費の支給の決定は、法第５９条第１項及び法施行令第２９条の規定に

基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

変更日 平成 18年 4月１日 

変更日 平成 25年２月 28日 

変更日 令和７年７月１０日 

 



福祉２－３１ 

許認可等の内容 介護予防サービス費等の額の特例の適用の決定 

根拠法令及び条項 介護保険法第 60条 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

 介護予防サービス費等の額の特例の適用決定は、法第 60条の規定に基づき行うが、法施行規則第

97条第１項各号に規定する「特別の事情」に該当する者のうち、当該者の自己負担能力を勘案し、

特例適用の程度を決定するものとし、具体的には次の表による。 

理  由 適     用     範     囲 給 付 率 摘 要 

災害・盗難 

１ 資産の 80％以上を失った場合 

２ 資産の 50％以上を失った場合 

３ 資産の 30％以上を失った場合 

４ 資産の 10％以上を失った場合 

10割 

６割内外 

３割内外 

１割内外 

支 給 期 間

は、申請の

あ っ た 月

の 翌 月 １

日 か ら 起

算 し て ６

月 以 内 の

期 間 と す

る。 

死   亡 

１ 世帯の生計を主として維持する者が死亡し、家

族にも収入がなく生活困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が死亡し、家

族に若干の収入があるものの生活困難な場合 

10割 

 

７割内外 

疾病・障害 

１ 世帯の生計を主として維持する者が長期の疾病

にかかり又は心身に重大な障害を受け、家族にも

収入がなく生活困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が長期の疾病

にかかり又は心身に重大な障害を受け、家族に若

干の収入があるものの生活困難な場合 

３ 家族が疾病のため継続して互いの医療費等を支

出し生活困難な場合 

10割 

 

 

７割内外 

 

 

３割内外 

不作・不漁 

１ 干ばつ、冷害、凍霜害等により収穫の 80％以上

を失った場合 

２ 干ばつ、冷害、凍霜害等により収穫の 50％以上

を失った場合 

３ 例年の漁獲高に比べて 80％以上の不漁となっ

た場合 

４ 例年の漁獲高に比べて 50％以上の不漁となっ

た場合 

７割内外 

 

３割内外 

 

７割内外 

 

３割内外 

失   業 

１ 世帯の生計を主として維持する者が失業し、家

族にも収入がなく生活困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が失業し、家

族に若干の収入があるものの生活困難な場合 

10割 

 

７割内外 

廃   業 

１ 世帯の生計を主として維持する者が事実上の甚

大な損失により廃業し、家族にも収入がなく生活

困難な場合 

２ 世帯の生計を主として維持する者が事実上の甚

大な損失により廃業し、家族に若干の収入がある

ものの生活困難な場合 

10割 

 

 

７割内外 

 （参考）介護予防サービス費等の額の特例の考え方 

   介護報酬 × 支給割合 ＝ Ａ 

   介護報酬 － Ａ    ＝ Ｂ 

   Ｂ    × 給付率  ＝ Ｃ 

   Ａ    ＋ Ｃ    ＝ Ｄ（介護予防サービス費の額の特例） 

   介護報酬 － Ｄ    ＝ 自己負担額 

 

   介護報酬…各介護予防サービス費の厚生労働省令で定める費用 

   支給割合…各介護予防サービス費の支給割合 



 

 

変更日 平成 18年４月１日 

変更日 平成 25年２月 28日 

変更日 令和５年５月 17日 

 

 

福祉２－３２ 

許認可等の内容 高額介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 61条第１項 

担   当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

高額介護予防サービス費の支給の決定は、法第 61条及び法施行令第 29条の 2 の規定に基づき行

うため、審査基準は設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 



福祉２－３３ 

許認可等の内容 高額医療合算介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 61条の２ 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 90日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

高額医療合算介護予防サービス費の支給の決定は、法第 61条の２及び法施行令第 29条の３の規

定に基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

福祉２－３４ 

許認可等の内容 特定入所者介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 61条の３第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日  

審査基準を設定しない理由 

特定入所者介護予防サービス費の支給の決定は、法第 61条の３及び法施行規則第 97条の３の規

定に基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更日 平成 25年２月 28日 

 



福祉２－３５ 

許認可等の内容 特例特定入所者介護予防サービス費の支給 

根拠法令及び条項 介護保険法第 61条の４第１項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 60日 設 定 日 平成 18年４月１日 

審査基準を設定しない理由 

特例特定入所者介護予防サービス費の支給の決定は、法第６１条の４第１項及び法施行令第２９

条の５の規定に基づき行うため、審査基準は設定しない。 

 

変更日 令和７年７月１０日 

 

福祉２－３６ 

許認可等の内容 旧措置入所者に係る利用者負担額の減額・免除の決定 

根拠法令及び条項 介護保険法施行法第 13条第３項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権 者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

「厚生労働大臣が定める旧措置入所者の所得の区分及び割合を定める件（平成 17年厚生労働省告

示第 409号）」による。 

 

 

 

 



福祉２－３７ 

許認可等の内容 特定入所者の負担限度額の認定 

根拠法令及び条項 介護保険法施行規則第 83条の６第４項 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

「介護保険法第 51条の３第２項第１号及び第 61条の３第２項第１号に規定する食費の負担限度

額を定める件（平成 17 年厚生労働省告示第 413 号）」及び「介護保険法第 51 条の３第２項第２号

に規定する居住費の負担限度額及び同法第 61 条の３第２項第２号に規定する滞在費の負担限度額

を定める件（平成 17年厚生労働省告示第 414号）」による。 

 

変更日 平成 18年４月１日 

 

福祉２－３８ 

許認可等の内容 特定負担限度額の認定 

根拠法令及び条項 介護保険法施行規則第 172条の２（第 83条の６第４項準用） 

担  当  課 長寿社会課 処 分 権者 市 長 

標 準 処 理 期 間 30日 設 定 日 平成 12年４月１日 

審 査 基 準 

介護保険法施行法第 13条第５項第１号に規定する食費の特定負担限度額を定める件（平成 17年

厚生労働省告示第 417号）」及び「介護保険法施行法第 13条第５項第２号に規定する居住費の特定

負担限度額を定める件（平成 17年厚生労働省告示第 418号）」による。 

 

 


